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事業概要平成29年度低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）による家等の自発的対策推進事業
～家電・自動車等利用に関するナッジを活用した低炭素型行動変容モデルの構築～
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1. 本事業の背景及び目的
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家庭のCO2排出量の内訳

2015年度の家庭における電力とガソリンのCO2排出割合は1990年度と比較して増加してお
り、両者の合計は全体の約7割に達している

出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2015年度確報値）」

2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20012000 2010199919981997 20082004 201420132009200720062003 200520021996 2011 2012 201519951991 19941990 1992 1993

45%

28%

36%

24%

軽油

水道

一般廃棄物

石炭等

電力

都市ガス

LPG

灯油

熱

ガソリン

電力とガソリンで
約7割を占めている

（年度）



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.<Confidential>3

主要家電製品の年間電力消費量の推移

主要家電製品のエネルギー効率の向上にも関わらず、期間エネルギー消費量は2010年度
以降は横ばい傾向にあり、性能向上によるCO2削減効果は限定的である

出典：資源エネルギー庁 「省エネ性能カタログ」2011～2017年の各年夏版より、各家電製品の代表的な製品カテゴリーの単純平均値を用いて作成

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

年
間
電
力
消
費
量
（2

0
1

0
年
を

1
と
し
た
場
合
の
割
合
）

エアコン

電気冷蔵庫

液晶TV

ジャー炊飯器

電子レンジ

※ エアコン：冷房能力4.0kW寸法規定、電気冷蔵庫：間冷式定格内容積501L以上、液晶TV：40V型、
ジャー炊飯器：IH5.5合以上8合未満、電子レンジ：オーブンレンジ熱風循環加熱方式



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.<Confidential>4

ガソリン乗用車の平均燃費推移

ガソリン乗用車の保有モード燃費推移は上昇傾向であるが実走行燃費との乖離は拡大
しており、更なるCO2削減に向けてはエコドライブの実践が必要である

出典：（一財）日本自動車工業会

運輸部門CO2排出量の
計算に用いられる実走行燃費は、

保有モード燃費（10・15モード）より平均で約3割悪い

モード燃費到達率

出典：大宅・大野・佐々木・佐野：第28回エネルギーシステム・経済・環境コンファ
レンス講演論文集（エネルギー・資源学会）（2012）

実走行燃費をモード燃費で除した
モード燃費到達率は、燃費が高くなるほど

低下することが知られている
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2. 本事業の概要
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本事業の目的

本事業では、ナッジ等を活用した低炭素行動変容モデルの確立と、様々なサービスで活用・
展開される方法やツールの確立を目的とする

1 低炭素型行動変容
モデルの構築

ガイドブックの策定 情報発信
2 3

実証事業を通じ、行動科学（ナッジ等）により家電や自動車の利用者に対してCO2排出削減行動を促す手法（低炭素行動変
容モデル）の構築を行う

 「日本版ナッジ・ユニット」と連携し、上記のモデルを、官民問わず幅広く活用されることを狙った情報発信を行う

本事業（5年間）における実施事項

 構築したモデルの幅広い普及展
開を狙ったツール（ガイドブック
等）の策定

 日本版ナッジ・ユニット等との連
携を通じた成果の普及展開

 行動変容を促す方法論（何を、誰
に、いつ、どのように）の確立

 効果の高い行動科学の活用方法

仮説構築 実 証 実証成果の活用両側面から
検討を進める

• 先進事例調査等を通じて、効果を際高
する行動科学の適用方法を仮説として
設定する

• 家庭の電力消費及び自動車の燃料消
費を対象とした行動変容モデルの構
築を目指し、大規模な実証を実施する

• 事例集やガイドブックを策定する
• メディアへのアピール、各種セミナー・
フォーラムでのプロモーション等を行う
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本事業の全体像（本年度）

各実証に適用可能な方法論の構築を目指す「仮説構築」、サービスモデル構築を目指す「実
証」及び実証の成果をまとめる「ガイドブック作成」で構成される

家電・自動車利用等に関する
行動変容モデルの構築

 サービス提供主体者：小売電気事業者（東
京電力エナジーパートナー）
 6万世帯を対象としたHERs*郵送実証
と、2千世帯を対象としたスマホアプリに
よる情報配信実証を実施

家庭の電力消費を対象とした
行動変容モデルの構築

自動車の燃料消費を対象とした
行動変容モデルの構築

ラボ1

 サービス提供主体者：ハウスメーカー（旭
化成ホームズ）
 数百世帯を対象とした、エコライフアド
バイスの郵送実証を実施

ラボ3

 サービス提供主体者：自動車関連サービ
ス事業者（オリックス自動車）
 運転特性データ（加速度、燃料消費量
等）を詳細に解析することで、速度や加
速度情報から燃料消費量を推定する
モデルを構築

 約80名を対象とたスマホアプリ等によ
るエコドライブ情報配信実証を実施

ラボ4

 ラボ1～5及び仮説構築1及び2の成果を
組み合わせることによって、家の中の生
活だけでなく、家の外の自動車利用に
対しても、同時に低炭素行動を促す方
法を検討

ラボ5

ラボ2

仮説構築1

 IoTデバイスやセンサから取得したデータの解析や、デプスイ
ンタビューを通じ、家の中の省エネバリアとそれを解決するた
めの仮説を設定

 上記仮説のラボ1～ラボ4への適用可能性を検討

仮説構築2

 欧米の行動科学に関する先進事例（ナッジ、ゲーミフィケーショ
ン等）を調査・考察し、ラボ1～ラボ4で適用可能な方法論を仮
説として設定する

ガイドブック策定

 本事業の調査結果や実証成果を、官民問わず幅広く活用可能な情報として取りまとめた「ガイドブック」を策定
 ガイドブックには、国内外における先進事例、ラボ1～4の検証結果及び仮説構築1、2における成果等、ナッジ等の行動科学によって省エ
ネを促す手法を整理した情報を掲載予定

* HERs：Home Energy Reports
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本事業の実施体制

本事業は、産官学が連携したコンソーシアム体制で臨んでおり、8つの実施項目に対して各
プレーヤーの専門領域を踏まえて役割を分担している

ラボ1 ラボ2 ラボ3 ラボ4 ラボ5 仮説構築1 仮説構築2 ガイドブック

全体統括

調査・実証方法の
設計

調査の実施・実証
サービスの提供

実証システムの
改修

効果検証

事業化検討

DTC

実証モニター
問い合わせ事務局

東京大学先端科学技術研究センター

有限責任監査法人トーマツ

デロイトトーマツコンサルティング合同会社

山梨県

株式会社Crossdoor
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